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理事研究員　阮　蔚

中国小規模農家を巻き込んだ農業近代化への挑戦
─ 正大集団の「農家・政府・銀行・企業」の四者連携 ─

北京市郊外にある平谷区の産卵鶏プロジェク
ト（正大平谷）を使って紹介したい。

2　正大集団の「四者連携」モデル

正大平谷は51.9haの敷地を持ち、そのなかに
養鶏場、飼料加工場、洗浄などの鶏卵処理場、
食品加工施設などが立地している。敷地は838
戸（2,253人）の農民が保有している農地を集約
したものである。中国では農地保護と小規模
農家の権利保護を目的とする農地管理制度に
加え、今世紀に入って増加した農業参入企業
による小規模農家の農地買収を抑制する政策
が採られている。正大平谷では、農家が土地
による現物出資で合作社（協同組合）を設立、
合作社が経営主体となって畜産業を営むとい
う形態をとることで、規制をクリアした。その
合作社は養鶏場の建設や運営を正大集団に委
託、正大集団は正大平谷という経営体で担う
ことになった（第１図）。正大平谷が実質的な
経営を行うにしても、敷地の地権者は元々の
農民のままであるため、規制上は問題はない。
正大平谷は300万羽の養鶏場や関連施設を

建設するが、投資総額は５億8,200万元（約90億
円）にのぼる。これは農家が合作社となっても
調達できる金額ではなく、正大集団にとって
も１事業への投資としては負担が重い。そこ
で平谷区政府の力を借りてインフラ建設など
で普及したBOT（建設・運営・移転）方式が取
られたのである。正大集団はBOT方式に基づ
き、20年のBOT契約期間後に合作社に養鶏場
など施設の権利を移転する。合作社はその後、

1　小規模農家と農業近代化の課題

1978年末に始まった中国の「改革開放」政
策は集団農業制度の廃止と家族経営請負制の
導入でスタートした。家族農業により、農家
の生産意欲が刺激され、農産物の大増産とな
り、長期間中国を悩ませてきた食糧不足の問
題は1990年代半ばまでにほぼ解決された。
次の課題は農家収入の拡大と農業の集約化

や高付加価値化などによる競争力強化という
農業近代化を図ることである。それに向けて、
アグリビジネス企業の育成と「企業と農家の
契約生産」方式の奨励、いわば農業のインテ
グレーション等を図る「農業産業化政策」が
推進された。しかし、各種要因により、農家
と企業の利益共同体の形成はできず、農家は
農業近代化の恩恵をほとんど受けることがで
きなかった。小規模農家を巻き込んだ農業近
代化は喫緊の課題となっている。
今、中国の農業関係者が注目している動き

がある。タイのCPグループが中国で展開する
巨大アグリビジネス企業、正大集団が模索し
ている「農家・地方政府・銀行・企業」の「四
者連携」の養鶏・養豚事業である。コンセプ
トはインフラや公共施設の建設に用いられる
PPP（公民連携）に近く、農家や地方政府に不
足する技術や資金、マーケティングを正大集
団が補完するビジネスモデルである。正大集
団は2007年にこの方式の検討を開始、12年か
ら各地で実証的取り組みを続けており、ビジ
ネスモデルとしては完成の域に達している、
と言っていい。正大集団の四者連携の内容を
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自主的に施設を運営するか、再び正大平谷に
委託するかを選択する。
BOT契約によって20年間の養鶏場施設使用

権を得た正大集団は建設資金を調達する。１事
業への銀行の融資限度額は投資総額の70%と
なる。正大集団と平谷区政府が合作社の授権
により、投資総額の30%にあたる資本金を折
半出資して銀行からの融資の受け皿であり、
施設の所有者となる特別目的会社（SPC）を設
立。SPCは、投資総額の12%にあたる6,984万
元（約10億円）を養鶏場施設の使用料として毎
年支払うという正大集団のBOT契約や養鶏場
設備などを担保に、投資総額の70%を北京銀
行から調達した。なお、借入金に対する区政府
の利子補給は、この事業への信用を補強してい
る。正大集団が毎年支払う6,984万元から銀行
融資の返済や農家に対する地代支払い、平谷
区政府の出資金への配当などが捻出される。

3　「四者連携」モデルの効果分析

平谷区政府が財政資金を出資や利子補給に
支出する根拠となっているのは、このプロジェ
クトが地元の農民の雇用を創出し、所得向上、
貧困扶助を図る目的をもつためである。財政

資金の一部は国から障がい者や
貧困者へ支給される支援金を使
い、その代わりに区内の756世帯
の障がい者などの家庭（3,752人）

が合作社の組合員となり、毎月
配当をもらうことになっている。
さらに正大集団は、飼料から

養鶏、加工、販売、糞尿処理等
広範なバリューチェーンを展開
しているため、雇用効果が大き
い。土地を出資した農家は合作
社経由で地代を受け取るだけで

なく、自らが養鶏場などで働き、賃金と技術
も得ている。
正大平谷は事業開始から３年後に黒字転換

し、その後も黒字経営を続けている。正大集
団は、その後、全国数か所で、合計１億羽以
上の養鶏、数百万頭以上の養豚事業を類似の
方式を使って実施、短期間に規模を拡大して、
市場シェアを高めることができた。現在、正
大集団以外の畜産大手も類似したスキームを
使った事業展開に乗り出している。
農業への融資義務が中央政府から課された

商業銀行にとっては、このスキームによって、
農業分野でも安全で安定的な収益のある融資
案件の創出が可能になっている。
正大集団が先鞭をつけた「農家・政府・銀行・

企業」の四者連携の成功の鍵となったのは、農
民の土地に対する権利が保護されながら、農業
の近代化が農民を巻き込んだ形で推進されてい
ることと、地場の消費者にとっても新鮮で安全
な農畜産物が供給されていることである。販
路が正大集団の営業力、ブランド力で強力に推
進されたことは重要なポイントとなる。四者連
携スキームの今後の展開に注目していきたい。

（ルアン　ウエイ）

第1図　正大集団主導の「農家・政府・銀行・企業」の「四者連携」モデル
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